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政
府
は
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
拡
大
防
止

に
は
、
接
触
機
会

を
８
割
、
通
勤
者

を
７
割
削
減
す
る

必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
テ

レ
ワ
ー
ク
に
よ
る
在
宅
勤
務

を
要
請
し
て
い
る
。
テ
レ
ワ

ー
ク
と
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通

信
技
術
）
を
活
用
し
て
時
間

や
場
所
を
有
効
に
使
う
働
き

方
の
こ
と
で
、
以
前
か
ら

「
働
き
方
改
革
」
の
切
り
札

と
し
て
推
奨
さ
れ
て
い
る
▼

テ
レ
ワ
ー
ク
の
効
果
に
は

「
少
子
高
齢
化
に
よ
る
労
働

人
口
減
少
の
カ
バ
ー
（
女
性

や
高
齢
者
の
労
働
参
加
）」
、

「
環
境
負
荷
低
減
（
交
通
機

関
を
使
用
し
な
い
こ
と
に
よ

る
Ｃ
Ｏ

排
出
量
削
減
）」
、

「
コ
ス
ト
削
減
（
水
光
熱
費

や
事
務
経
費
）」
な
ど
が
あ

り
、
緊
急
時
の
事
業
継
続
に

も
効
果
を
発
揮
す
る
。
実
際

に
、
東
日
本
大
震
災
の
時
に

は
、
在
宅
勤
務
で
交
通
機
関

の
ま
ひ
に
よ
る
通
勤
困
難

や
、
計
画
停
電
に
対
応
し
て

業
務
を
継
続
し
た
と
い
う
報

告
も
さ
れ
て
い
る
▼
総
務
省

の
「
２
０
１
８
年
通
信
利
用

動
向
調
査
」
に
よ
る
と
、
テ

レ
ワ
ー
ク
導
入
企
業
の
割
合

は
、
大
企
業
で
は
約
５
割
と

な
っ
て
い
る
が
、
全
体
で
は

２
割
弱
に
留
ま
っ
て
い
る
。

導
入
企
業
で
テ
レ
ワ
ー
ク
を

利
用
し
て
い
る
従
業
員
の
割

合
も
、
５
％
未
満
と
す
る
会

社
が
48
・
４
％
と
最
も
高

い
。
導
入
し
た
企
業
で
は
導

入
効
果
を
評
価
し
て
い
る

が
、
未
導
入
企
業
の
７
割
以

上
が
、
導
入
し
な
い
理
由
に

「
テ
レ
ワ
ー
ク
に
適
し
た
仕

事
が
な
い
」
こ
と
を
挙
げ
て

い
る
▼
テ
レ
ワ
ー
ク
が
本
格

的
に
普
及
す
る
前
に
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
感

染
症
が
広
ま
っ
た
。
コ
ロ
ナ

禍
の
中
で
も
、
医
療
関
係
者

な
ど
、
人
び
と
の
生
命
と
生

活
を
守
る
た
め
に
現
場
で
働

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
人
は

多
い
。
オ
フ
ィ
ス
勤
務
で
も

個
人
情
報
を
扱
う
な
ど
、
会

社
に
行
か
な
け
れ
ば
仕
事
に

な
ら
な
い
人
も
い
る
。
そ
う

し
た
人
た
ち
の
た
め
に
も
、

可
能
な
限
り
在
宅
勤
務
を
進

め
る
必
要
が
あ
る
。(

当
社

も
今
週
か
ら
テ
レ
ワ
ー
ク
を

開
始
し
ま
す
）。

主な記事

◆ラジオ局と電源確保協定
　アポロガスを中心とする
アポログループと福島市の
コミュニティＦＭラジオ局
など３社は３月10日、自然
災害による停電時でもラジ
オ放送継続のため電源確保
に関する連携協定を結ん
だ。非常用電源にはガス発
電機を用いる。� ３面
◆110周年記念キャンペ
　サーラグループは、同じ
く豊橋市に本部を置き、昨
年創業から110年を迎えた
イノチオグループと連携
し、両グループ110周年記
念キャンペーン「イノチオ
ｗｉｔｈサーラで電気代お
得！」を始めた。� ６面
◆部門連携でシナジー狙う
　大丸エナウィンのＬＰガ
ス事業を担うリビング事業
本部は今年度、顧客開拓と
出荷量確保に取り組む。顧
客１件当たりの商材を増や
し増収を目指す。� ７面
◆ＬＰＧ車を積極導入
　久留米エル・ピー・ガス
は、社用車にＬＰＧ車を積
極導入している。現在、業
務用の３㌧トラック３台、
軽車両９台を保有。　８面

　【
お
こ
と
わ
り
】
　
政

府
が
発
令
し
た
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡

大
防
止
に
向
け
た
緊
急

事
態
宣
言
を
受
け
、
27

日
号
を
休
刊
し
ま
す
。

ま
た
、
５
月
４
日
号
は

連
休
の
た
め
休
刊
し
ま

す
。
次
号
は
５
月
11
日

号
と
な
り
ま
す
。
ご
了

承
下
さ
い
。

　
　
石
油
化
学
新
聞
社

事
業
計
画
議
決
で
苦
慮

総
会
シ
ー
ズ
ン 

新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
対
応

業界団体　
例
年
通
り
で
あ
れ
ば
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
イ
ー
ク
明
け
か
ら
総
会
シ

ー
ズ
ン
を
迎
え
て
い
る
は
ず
だ
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感

染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
、
各
業
界
団
体
は
議
決
の
手
続
き
方
法
や

日
程
の
調
整
に
腐
心
し
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
な
か
、
事
業
計
画

案
を
明
ら
か
に
し
た
り
、
総
会
の
書
面
開
催
に
よ
っ
て
事
業
計
画

を
議
決
し
た
中
央
団
体
も
出
て
き
た
。
感
染
予
防
に
努
め
つ
つ
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
担
う
業
界
と
し
て
粛
々
と
事
業
を
継
続
し
て
い

か
ね
ば
な
ら
な
い
。

基
本
政
策
小
委 

入
札
指
針
案
を
了
承

価
格
つ
り
上
げ
監
視
へ

容量市場

ガ
ス
導
管
事
業
者
の
法
的
分
離

実
施
へ
向
け
省
令
改
正

経産省

Ｇ
20
臨
時
エ
ネ
大
臣
会
合

エ
ネ
供
給
確
保
で
一
致

行
政
へ
の
届
け
出
は

原
則
郵
送
受
け
付
け

経

産

省

塗
装
中
Ｃ
Ｏ
事
故
防
止

国
交
省
に
協
力
再
要
請

都
市
ガ
ス
ス
イ
ッ
チ
ン
グ

実
施
３
年
で
343
万
件

電
力
ス
イ
ッ
チ
ン
グ

４
年
で
1575
万
件

Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ

神
栖
国
備
で
訓
練

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
600
㌧
放
出

山
陰
酸
素
工
業

並
河
元
副
社
長
が

新
社
長
に
就
任

　
山
陰
酸
素
工
業
は
１
日
付

で
並
河
元
代
表
取
締
役
副
社

長
営
業
本
部
長
が
社
長
兼
グ

ル
ー
プ
営
業
本
部
長
に
就
任

し
た
。

　
並
河
勉
社
長
は
代
表
取
締

役
会
長
に
就
い
た
。

　
並
河
元
（
な
び
か
・
げ

ん
）
氏
　
東
京
理
科
大
学
工

学
部
経
営
工
学
科
卒
。
２
０

０
４
年
ア
ビ
ー
ム
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
入
社
。
10
年
第
３

　
広
域
機
関
の
集
計
に
よ
る

と
、
３
月
31
日
時
点
の
電
力

ス
イ
ッ
チ
ン
グ
開
始
申
請
件

数
は
累
計
１
５
７
４
・
８
万

件
（
前
月
比
45
・
６
万
件

増
）
に
増
加
し
た
。

　
16
年
４
月
に
始
ま
っ
た
電

力
小
売
全
面
自
由
化
か
ら
４

年
。
３
月
末
時
点
の
ス
イ
ッ

チ
ン
グ
率
は
25
・
２
％
で
、

需
要
家
の
４
件
に
１
件
が
切

り
替
え
た
こ
と
に
な
る
。

　
旧
電
力
会
社
別
の
ス
イ
ッ

チ
ン
グ
数
は
多
い
順
に
、
東

京
７
６
３
・
７
万
件
（
ス
イ

　
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
（
細
野
哲

弘
理
事
長
）
は
３
月
11
日
、

茨
城
県
神
栖
市
の
神
栖
Ｌ
Ｐ

ガ
ス
国
備
基
地
で
２
０
１
９

年
度
の
国
備
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
放
出

訓
練
を
行
っ
た
。
隣
接
す
る

民
間
基
地
の
鹿
島
液
化
ガ
ス

対
策
実
施
中
と
も
重
な
り
、

「
訓
練
従
事
者
の
高
い
意
識

の
も
と
各
種
作
業
手
順
の
確

認
な
ど
を
本
番
さ
な
が
ら
に

実
施
」で
き
た
と
し
て
い
る
。

　
神
栖
国
備
基
地
は
11
年
３

月
の
東
日
本
大
震
災
時
に

は
、
国
か
ら
の
指
示
を
受
け

同
年
４
月
に
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
約
４

万
㌧
を
国
備
史
上
初
め
て
放

出
し
た
。

共
同
備
蓄
の
低
温
タ
ン
ク
へ

プ
ロ
パ
ン
、
ブ
タ
ン
そ
れ
ぞ

れ
約
３
０
０
㌧
を
放
出
し

た
。
訓
練
は
08
年
度
か
ら
毎

年
実
施
し
、
今
回
で
12
回

目
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
な
ど

を
活
用
し
、
作
業
手
順
や
作

業
内
容
の
説
明
の
可
視
化
に

努
め
た
。

　
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る

と
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

　
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の
集

計
に
よ
る
と
、
３
月
31
日
時

点
の
都
市
ガ
ス
ス
イ
ッ
チ
ン

グ
申
し
込
み
件
数
は
累
計
３

４
３
万
１
２
８
６
件
（
前
月

比
13
万
９
１
７
１
件
増
）
に

増
加
し
た
。
ス
イ
ッ
チ
ン
グ

率
は
13
・
５
％
で
、
前
月
比

や
む
を
得
ず
給
排
気
部
を
塞

ぐ
際
は
養
生
を
取
り
除
く
ま

で
絶
対
に
ガ
ス
機
器
を
使
用

　
２
０
１
９
年
に
住
宅
塗
装

工
事
な
ど
に
お
け
る
ガ
ス
機

器
の
給
気
・
排
気
部
の
閉
塞

に
よ
る
Ｃ
Ｏ
中
毒
事
故
は
前

年
比
３
件
減
の
10
件
だ
っ

た
。
経
済
産
業
省
ガ
ス
安
全

室
は
、
国
土
交
通
省
建
設
市

場
整
備
課
宛
て
に
要
請
文
書

を
提
出
し
、
塗
装
工
事
業
界

に
対
し
て
Ｃ
Ｏ
中
毒
事
故
を

防
止
す
る
よ
う
改
め
て
協
力

を
依
頼
し
た
。

　
具
体
的
に
は
▽
養
生
を
行

う
場
合
は
、
ガ
ス
機
器
の
給

排
気
部
を
塞
が
な
い
こ
と
▽

　
保
安
委
員
会
（
ガ
ス
安
全

部
会
）
は
、
バ
ル
ク
貯
槽
20

年
検
査
に
関
す
る
対
応
を
継

続
。
貯
槽
技
能
講
習
会
の
開

催
支
援
や
「
バ
ル
ク
く
ず
化

指
針
」
を
周
知
徹
底
す
る
。

質
量
販
売
へ
の
規
制
緩
和
措

置
の
検
討
を
継
続
す
る
。

　
今
年
度
は
、
加
盟
団
体
の

専
務
理
事
を
メ
ン
バ
ー
と
す

る
会
議
を
再
度
開
催
し
、
21

年
度
以
降
の
日
団
協
の
組
織

運
営
や
委
員
会
の
在
り
方
を

検
討
し
、
協
議
会
の
適
切
な

運
営
に
努
め
る
。

　
今
期
も
、
会
員
５
団
体
の

絆
を
よ
り
強
め
、
業
界
の
発

展
に
向
け
て
、「
共
創
」
と

「
実
行
力
」
で
事
業
計
画
の

実
施
と
業
界
内
外
の
懸
案
事

項
解
決
を
図
る
。

　
■
Ｊ
Ｇ
Ｋ
Ａ
、
機
器
取
り

替
え
促
進
な
ど
柱

　
日
本
ガ
ス
石
油
機
器
工
業

会
（
Ｊ
Ｇ
Ｋ
Ａ
、

木
裕
三

会
長
）
は
こ
の
ほ
ど
、
２
０

２
０
度
事
業
計
画
を
書
面
で

審
議
し
了
承
し
た
。
今
年
度

事
業
で
は
、
長
期
使
用
機
器

の
取
り
替
え
促
進
や
ガ
ス
・

石
油
機
器
の
省
エ
ネ
基
準
対

応
、
エ
コ
ジ
ョ
ー
ズ
化
の
推

進
な
ど
を
柱
に
、
国
民
生
活

文
化
の
向
上
と
業
界
の
発
展

に
つ
な
げ
る
方
針
。

　
製
品
安
全
事
業
で
は
、
製

品
事
故
分
析
や
経
年
劣
化
リ

ス
ク
の
周
知
・
啓
発
な
ど
に

　
７
日
の
緊
急
事
態
宣
言
の

発
令
を
受
け
て
、
経
済
産
業

省
を
は
じ
め
、
各
地
の
経
済

産
業
局
や
産
業
保
安
監
督
部

で
は
、
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
法
や
ガ
ス

事
業
法
に
関
す
る
届
け
出
に

つ
い
て
、
原
則
郵
送
の
み
で

ェ
ー
ン
の
途
絶
を
避
け
る
た

め
、
十
分
な
防
護
措
置
が
必

要
で
あ
る

―
と
し
た
う
え

で
、
Ｇ
20
で
各
国
が
講
じ
た

対
策
の
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ

ス
を
共
有
す
る
こ
と
を
提
案

し
た
。

　
そ
の
ほ
か
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
安
全
保
障
と
持
続
的
流
通

確
保
の
た
め
に
必
要
な
措
置

を
講
じ
る
こ
と
や
、
短
期
フ

ォ
ー
カ
ス
グ
ル
ー
プ
を
設
置

し
対
応
策
の
監
視
を
行
う
と

と
も
に
、
そ
の
評
価
を
定
期

的
に
Ｇ
20
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
大

臣
に
報
告
す
る
内
容
が
合
意

さ
れ
た
。

か
ら
回
収
が
必
要
な
金
額
を

不
当
に
上
回
る
価
格
で
応
札

す
る
こ
と
」
と
定
義
し
た
。

　
価
格
つ
り
上
げ
の
判
断
根

拠
と
な
る
電
源
維
持
コ
ス
ト

と
し
て
、
固
定
資
産
税
や
人

件
費
、
修
繕
費
、
経
年
改
修

費
、
発
電
側
基
本
料
金
、
事

業
税
を
例
示
。
実
需
給
年
度

の
適
正
コ
ス
ト
の
見
積
も
り

が
困
難
な
場
合
に
は
、
直
近

年
度
の
実
績
平
均
値
を
用
い

る
方
法
を
提
示
し
た
。

　
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
終
了
後
に

売
り
惜
し
み
や
価
格
つ
り
上

げ
に
該
当
す
る
疑
い
の
電
源

が
あ
る
場
合
は
、
事
業
者
か

ら
客
観
的
か
つ
合
理
性
あ
る

説
明
を
求
め
る
。
該
当
し
た

場
合
は
、
事
業
者
名
と
当
該

行
為
の
内
容
を
公
表
。
重
大

な
違
反
を
行
っ
た
事
業
者
に

は
広
域
機
関
か
ら
一
定
期
間

の
参
加
制
限
、
期
待
容
量
の

評
価
引
き
下
げ
な
ど
の
ペ
ナ

ル
テ
ィ
ー
も
検
討
す
る
。

　
委
員
か
ら
は
「
市
場
で
既

み
」
と
「
価
格
つ
り
上
げ
」

の
二
つ
を
監
視
対
象
と
し

た
。
市
場
で
本
来
形
成
さ
れ

る
べ
き
約
定
価
格
よ
り
不
当

に
高
い
価
格
が
形
成
さ
れ
る

と
、
小
売
電
気
事
業
者
が
支

払
う
拠
出
額
が
増
加
し
、
需

要
家
の
利
益
を
阻
害
す
る
恐

れ
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
。

　
売
り
惜
し
み
と
は
「
正
当

な
理
由
な
く
、
稼
働
が
決
定

し
て
い
る
電
源
を
応
札
し
な

い
又
は
期
待
容
量
を
下
回
る

容
量
で
応
札
す
る
こ
と
」
、

価
格
つ
り
上
げ
と
は
「
電
源

を
維
持
す
る
た
め
容
量
市
場

受
け
付
け
る
方
針
を
示
し

た
。
特
定
記
録
や
簡
易
郵
便

な
ど
配
達
記
録
が
残
る
か
た

ち
で
の
発
送
が
望
ま
し
い
。

　
特
に
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
法
に
基
づ

く
業
務
主
任
者
等
の
選
解
任

届
出
や
製
造
・
輸
入
事
業
の

開
始
届
け
出
な
ど
は
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
電

子
申
請
シ
ス
テ
ム
「
保
安
ネ

設
と
新
設
が
同
じ
扱
い
だ

が
、
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
結
果

次
第
で
は
再
検
討
の
余
地
が

あ
る
」「
価
格
つ
り
上
げ
に

該
当
す
る
場
合
、
そ
の
次
点

の
電
源
を
約
定
価
格
と
す
る

措
置
も
必
要
」
な
ど
の
要
望

が
上
が
っ
た
が
、
事
務
局
案

は
お
お
む
ね
了
承
さ
れ
た
。

　
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
、
Ｊ
Ｘ
Ｔ
Ｇ
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
大
阪
ガ
ス
は
１

日
、
共
同
出
資
す
る
扇
島
都

市
ガ
ス
供
給
（
本
社
・
川
崎

市
、
岩
岡
覚
社
長
）
が
川
崎

市
扇
島
地
区
で
、
都
市
ガ
ス

の
製
造
・
供
給
設
備
（
熱
量

調
整
設
備
）
の
商
業
運
転
を

始
め
た
と
発
表
し
た
。

　
天
然
ガ
ス
と
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
を

原
料
に
年
間
１
１
０
万
㌧
程

度
の
都
市
ガ
ス
を
製
造
し
、

　
Ｇ
20
は
10
日
、
臨
時
エ
ネ

ル
ギ
ー
大
臣
会
合
を
テ
レ
ビ

会
議
で
開
催
し
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
市
場
の
安
定
確
保
、
低
廉

で
安
全
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
確

保
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

な
ど
の
危
機
対
応
、
回
復
局

面
で
重
要
だ
と
す
る
閣
僚
声

明
を
採
択
し
た
。

　
現
在
の
不
安
定
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
市
場
が
実
態
経
済
に
与

え
る
悪
影
響
や
、
経
済
活
動

の
礎
と
し
て
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

安
全
保
障
が
重
要
で
あ
る
こ

と
を
認
識
し
、
こ
れ
ら
の
観

点
か
ら
連
携
を
強
化
す
る
こ

と
を
確
認
し
た
。
日
本
か
ら

は
梶
山
弘
志
・
経
済
産
業
大

臣
が
参
加
し
、
①
現
在
の
経

済
状
況
下
で
原
油
市
場
の
安

定
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
②

原
油
市
場
の
不
安
定
な
状
況

が
継
続
し
た
場
合
、
経
済
回

復
局
面
で
十
分
な
エ
ネ
ル
ギ

ー
が
供
給
さ
れ
な
い
恐
れ
が

あ
る
③
石
油
の
サ
プ
ラ
イ
チ

注
力
。
長
期
使
用
機
器
の
取

り
替
え
促
進
に
つ
な
げ
、
安

全
性
の
高
い
最
新
機
器
の
普

及
を
推
進
す
る
。
需
要
促
進

事
業
で
は
、
国
際
福
祉
機
器

展
へ
の
出
展
や
業
界
団
体
と

連
携
し
た
需
要
促
進
策
を
講

じ
、
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

に
対
応
し
た
ガ
ス
・
石
油
機

器
の
位
置
づ
け
向
上
を
目
指

す
。
省
エ
ネ
・
環
境
事
業
で

は
、
機
器
の
省
エ
ネ
基
準
対

応
や
エ
コ
ジ
ョ
ー
ズ
化
の
推

進
を
軸
に
、
循
環
型
社
会
の

形
成
に
寄
与
す
る
。

　
標
準
化
事
業
で
は
、
ガ
ス

・
石
油
機
器
に
関
連
す
る
国

際
規
格
へ
の
対
応
を
通
じ
、

測
定
方
法
の
標
準
化
や
基
準

の
策
定
に
つ
な
げ
る
。
情
報

調
査
事
業
で
は
、
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
情
報
更
新
や
利
便
性

の
向
上
を
図
る
こ
と
で
、
環

境
変
化
に
迅
速
に
対
応
し
た

情
報
収
集
を
行
う
。
こ
の
ほ

か
紛
争
処
理
事
業
で
は
、
ガ

ス
・
石
油
機
器
に
よ
る
事
故

ク
レ
ー
ム
な
ど
、
消
費
者
か

ら
の
相
談
・
問
い
合
わ
せ
に

適
切
な
対
応
を
行
う
方
針
。

　
■
都
道
府
県
協
会
、
役
員

改
選
期
は
38
道
府
県

　
販
売
事
業
者
の
地
域
業
界

団
体
、
都
道
府
県
Ｌ
Ｐ
ガ
ス

協
会
は
今
期
、
役
員
改
選
期

に
当
た
る
協
会
が
38
道
府
県

と
多
い
。
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協

会
も
今
年
度
で
役
員
改
選
を

予
定
し
て
い
る
。
都
道
府
県

協
会
が
、
役
員
改
選
を
全
国

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
に
合
わ
さ
る

よ
う
調
整
が
進
ん
だ
こ
と
も

影
響
し
た
。

　
秋
元
耕
一
郎
・
全
Ｌ
協
会

長
の
地
元
、
鹿
児
島
県
Ｌ
Ｐ

ガ
ス
協
会
は
20
日
に
正
副
会

長
会
議
を
開
き
、
ど
の
よ
う

な
か
た
ち
で
総
会
開
催
す
る

か
を
判
断
す
る
。

　
今
期
、
役
員
改
選
期
で
は

無
い
都
府
県
協
会
は
宮
城
、

山
形
、
福
島
、
栃
木
、
東

京
、
京
都
、
和
歌
山
、
兵

庫
、
岡
山
の
９
都
府
県
。

　
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
は
７

日
に
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
査
会
電
力
・
ガ
ス
基
本
政

策
小
委
員
会
制
度
検
討
作
業

部
会
（
座
長
＝
横
山
明
彦
・

東
京
大
学
大
学
院
教
授
）
の

会
合
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
電

話
で
開
き
、
７
月
開
設
を
予

定
す
る
電
力
容
量
市
場
に
つ

い
て
入
札
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

事
務
局
案
を
ま
と
め
た
。
容

量
市
場
と
は
電
力
量
（
キ
ロ

ワ
ッ
ト
時
）
で
は
な
く
、
発

電
容
量
（
キ
ロ
ワ
ッ
ト
）
を

取
引
す
る
市
場
。
市
場
取
引

を
通
じ
て
一
定
の
投
資
回
収

の
予
見
性
を
高
め
る
施
策
を

追
加
で
講
じ
る
こ
と
で
、
中

長
期
的
に
必
要
な
供
給
力
を

安
定
的
に
調
達
で
き
る
こ
と

を
目
指
す
。

　
事
務
局
案
は
、
市
場
支
配

力
を
有
す
る
事
業
者
の
入
札

行
為
の
う
ち
、
「
売
り
惜
し

　
経
済
産
業
省
は
２
年
後
の

22
年
度
か
ら
行
わ
れ
る
ガ
ス

導
管
事
業
者
の
法
的
分
離
に

向
け
、
省
令
等
を
改
正
す

る
。
ガ
ス
市
場
の
完
全
自
由

化
に
必
須
と
な
る
導
管
事
業

の
中
立
性
確
保
に
向
け
法
整

備
は
最
終
段
階
を
迎
え
る
。

　
経
産
省
は
昨
年
８
月
、
電

力
・
ガ
ス
取
引
監
視
等
委
員

会
に
グ
ル
ー
プ
内
の
ガ
ス
小

売
事
業
者
、
ガ
ス
製
造
事
業

者
の
人
事
・
業
務
委
託
の
行

為
規
制
と
そ
の
他
必
要
事
項

に
つ
い
て
意
見
を
求
め
て
い

た
が
、
監
視
等
委
が
14
日
、

適
正
な
競
争
を
阻
害
す
る
行

為
と
必
要
事
項
を
省
令
等
の

改
正
で
定
め
る
こ
と
が
適
当

と
回
答
し
た
。

　
監
視
等
委
は
昨
夏
以
降
、

制
度
設
計
専
門
会
合
で
検
討

を
重
ね
、
今
年
３
月
31
日
に

「
行
為
規
制
の
詳
細
」
「
そ

の
他
必
要
事
項
」
の
最
終
結

論
を
得
て
い
た
。
そ
れ
に
基

づ
く
と
、
省
令
に
規
定
す
る

の
は
ガ
ス
導
管
事
業
者
の
情

報
管
理
責
任
者
の
設
置
。
こ

の
ほ
か
、
建
物
が
小
売
・
製

造
と
共
用
す
る
場
合
に
は
別

フ
ロ
ア
と
し
て
入
室
を
制
限

し
、
情
報
シ
ス
テ
ム
を
小
売

・
製
造
と
共
用
す
る
場
合
に

は
ア
ク
セ
ス
制
限
や
ア
ク
セ

ス
者
の
識
別
す
る
情
報
管
理

体
制
の
構
築
義
務
と
、
法
令

順
守
責
任
者
の
設
置
も
省
令

に
定
め
る
。

　
ま
た
、
グ
ル
ー
プ
事
業
者

と
同
一
視
さ
れ
る
よ
う
な
社

名
・
商
標
の
使
用
と
グ
ル
ー

プ
の
事
業
活
動
を
有
利
に
す

る
広
報
宣
伝
の
禁
止
が
省
令

で
定
め
ら
れ
る
見
通
し
だ
。

　
■
コ
ミ
ュ
ガ
ス
協
、
５
月

理
事
会
経
て
総
会
へ

　
日
本
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
ガ

ス
協
会
（
鴇
田
勝
彦
会
長
）

は
２
０
２
０
年
度
事
業
計
画

案
の
概
要
を
、
４
月
の
会
報

に
掲
載
し
た
。
当
初
、
３
月

13
日
の
理
事
会
に
諮
る
こ
と

に
し
て
い
た
が
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
政
府

基
本
方
針
を
受
け
て
理
事
会

を
中
止
し
た
。
そ
の
た
め
、

20
年
度
事
業
計
画
案
は
５
月

15
日
の
理
事
会
に
諮
っ
て
承

認
を
経
た
後
、
６
月
18
日
の

第
50
回
定
時
総
会
で
の
付
議

・
承
認
後
に
決
定
す
る
。

　
協
会
は
創
立
50
周
年
の
節

目
の
事
業
年
度
に
当
た
り
、

来
年
１
月
開
催
予
定
の
式
典

・
表
彰
・
講
演
に
向
け
、
消

費
者
対
象
の
広
報
を
軸
に
し

た
記
念
事
業
を
実
施
す
る
。

　
事
業
計
画
案
に
は
第
１
項

目
に
ガ
ス
小
売
全
面
自
由
化

の
ス
タ
ー
ト
か
ら
４
年
目
と

な
る
新
ガ
ス
事
業
制
度
の
定

着
と
順
守
に
向
け
た
会
員
へ

の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、
第
２

項
目
に
将
来
の
検
証
作
業
や

制
度
見
直
し
に
向
け
た
調
査

検
討
、
第
３
項
目
に
ガ
ス
安

全
高
度
化
計
画
の
対
応
を
掲

げ
た
。
改
正
ガ
ス
事
業
法
の

手
引
書
や
Ｑ
＆
Ａ
を
新
た
に

作
成
す
る
。

　
ま
た
、
ガ
ス
事
故
防
止
対

策
、
経
年
管
・
ガ
ス
工
作
物

の
維
持
管
理
、
自
然
災
害
に

備
え
た
防
災
対
策
、
経
営
基

盤
の
強
化
の
た
め
の
継
続
事

業
も
着
実
に
進
め
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ー
ガ
ス
の
さ
ら
な
る

認
知
度
向
上
を
目
指
す
。

　
保
安
関
係
運
動
は
▽
保
安

点
検
検
査
推
進
運
動
（
通

年
）
▽
ガ
ス
と
暮
ら
し
の
安

心
運
動
（
９
～
11
月
）
▽
ガ

ス
警
報
器
等
設
置
促
進
運
動

（
通
年
）
④
保
安
向
上
キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
（
通
年
）

―
を

計
画
し
て
い
る
。

　
■
日
団
協
、
新
型
コ
ロ
ナ

拡
大
で
も
安
定
供
給

　
日
本
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
団
体
協
議

会
（
荒
木
誠
也
会
長
）
は
３

月
26
日
の
理
事
会
を
書
面
開

催
で
実
施
し
、
20
年
度
事
業

計
画
を
承
認
し
た
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
に
つ
い
て

は
、
社
会
や
経
済
へ
の
影
響

が
深
刻
さ
を
増
し
て
い
る
と

認
識
し
た
う
え
で
、
安
定
供

給
を
守
る
た
め
政
府
・
自
治

体
な
ど
関
係
機
関
に
対
す
る

情
報
収
集
活
動
や
、
会
員
相

互
の
情
報
交
換
を
積
極
的
に

行
う
方
針
を
掲
げ
た
。

　
そ
の
う
え
で
、
政
策
提
言

や
保
安
・
防
災
、
エ
ネ
フ
ァ

ー
ム
の
さ
ら
な
る
普
及
促
進

活
動
を
始
め
と
し
た
Ｌ
Ｐ
ガ

ス
の
需
要
開
拓
に
関
連
す
る

活
動
を
強
力
に
展
開
す
る
と

し
た
。

　
需
要
開
発
委
員
会
で
は
Ｆ

Ｒ
Ｐ
容
器
も
テ
ー
マ
の
一

つ
。
今
度
か
ら
国
内
の
生
産

販
売
が
始
ま
る
20
㌔
㌘
タ
イ

プ
を
、
10
㌔
㌘
以
下
の
質
量

販
売
用
輸
入
Ｆ
Ｒ
Ｐ
容
器
と

共
に
、
普
及
促
進
の
為
の
Ｐ

Ｒ
や
安
全
使
用
に
向
け
た
周

知
啓
蒙
を
実
施
。
併
せ
て
、

需
要
開
拓
の
一
翼
を
担
う
も

の
と
し
て
市
場
開
拓
費
を
含

め
た
政
策
支
援
を
行
う
。

　
こ
の
ほ
か
、
日
団
協
と
し

て
加
盟
す
る
日
本
ガ
ス
体
エ

ネ
ル
ギ
ー
普
及
促
進
協
議
会

で
の
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
普
及
や

全
国
親
子
ク
ッ
キ
ン
グ
コ
ン

テ
ス
ト
（
第
14
回
）
の
応
募

拡
大
、
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会

の
「
需
要
開
発
推
進
運
動
」

の
側
面
支
援
、
日
団
協
が
会

員
で
も
あ
る
キ
ッ
チ
ン
・
バ

ス
工
業
会
と
の
連
携
強
化
な

ど
を
図
る
。

　
広
報
委
員
会
は
日
団
協
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
の
改
定
作
業
を

計
画
し
、
基
本
方
針
と
し
て

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ
型
に
焦
点
を
絞
り

込
む
。
ま
た
、
効
率
的
・
効

果
的
な
広
報
活
動
の
在
り
方

を
検
討
す
る
。

　
防
災
委
員
会
は
、
防
災
団

体
や
地
域
の
消
費
者
団
体
と

の
連
携
を
引
き
続
き
強
化
し

て
い
く
。

ッ
チ
ン
グ
率
33
・
３
％
）、

関
西
３
２
６
・
３
万
件
（
同

32
・
４
％
）
、
中
部
１
６
４

・
４
万
件
（
同
21
・
６
％
）、

九
州
１
０
１
・
８
万
件
（
同

16
・
４
％
）、
東
北
72
・
７

万
件
（
同
13
・
３
％
）、
北

海
道
69
・
２
万
件
（
同
25
・

１
％
）、
中
国
38
万
件
（
同

10
・
９
％
）
、
四
国
26
・
１

万
件
（
同
13
・
４
％
）、
北

陸
９
・
４
万
件
（
同
７
・
６

％
）
、

沖

縄

３
・

２

万

件

（
同
４
・
２
％
）。

０
・
５
㌽
増
と
な
っ
た
。
17

年
４
月
に
始
ま
っ
た
都
市
ガ

ス
小
売
全
面
自
由
化
か
ら
３

年
間
の
実
績
。

　
地
域
別
で
は
多
い
順
に
、

関
東
１
７
０
万
９
０
１
８
件

（
ス
イ
ッ
チ
ン
グ
率
13
・
２

％
）、近
畿
１
１
７
万
７
６
６

５
件（
同
19
・
０
％
）、
中
部

北
陸
42
万
１
７
５
５
件
（
同

17
・
５
％
）、
九
州
沖
縄
12

万
２
８
４
８
件
（
同
８
・
５

％
）で
い
ず
れ
も
増
加
し
た
。

事
業
部
Ｓ
Ｃ
Ｍ
セ
ク
タ
ー
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
。
13
年
退
社

後
、
山
陰
酸
素
工
業
に
入

社
。
さ
ん
れ
い
フ
ー
ズ
取
締

役
、
取
締
役
営
業
本
部
副
本

部
長
、
常
務
営
業
本
部
副
本

部
長
、
取
締
役
副
社
長
営
業

本
部
本
部
長
な
ど
を
経
て
19

年
４
月
か
ら
現
職
。
41
歳
。

安
来
市
出
身
。

扇
島
都
市
ガ
ス
供
給

商
業
運
転
を
開
始

年
110
万
㌧
製
造

Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
は
主
に
品
川
火
力

発
電
所
の
発
電
用
燃
料
用
と

し
て
、
Ｊ
Ｘ
Ｔ
Ｇ
と
大
阪
ガ

ス
は
都
市
ガ
ス
小
売
な
ど
に

活
用
す
る
。
ま
た
、 

Ｊ
Ｘ
Ｔ

Ｇ
と
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
が
参
画
す
る

東
京
大
井
地
区
水
素
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
事
業
の
水
素
製
造
原

料
と
し
て
も
活
用
す
る
。

　
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
が
天
然
ガ
ス
の

供
給
と
設
備
運
営
、
Ｊ
Ｘ
Ｔ

Ｇ
が
熱
量
調
整
す
る
た
め
の

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
供
給
、
大
阪
ガ
ス

が
熱
量
調
整
設
備
の
運
営
に

関
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
を
も
と
に

支
援
す
る
。

ッ
ト
」の
活
用
も
推
奨
す
る
。

し
な
い
よ
う
住
人
へ
の
周
知

を
徹
底
す
る
こ
と
▽
工
事
終

了
後
に
速
や
か
に
養
生
を
外

す
こ
と

―
を
挙
げ
る
。

　
併
せ
て
日
本
ガ
ス
協
会
や

全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
な
ど
に

も
宛
て
て
、
都
市
ガ
ス
事
業

者
や
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
事
業
者
を
通

じ
て
一
般
消
費
者
に
周
知
す

る
よ
う
要
請
し
た
。


